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テーマ：特定施設の届出・管理

2024年度 豊田市協定協議会 事例研究部会

アイシン高丘 大岡技研
ＦＴＳ 協豊製作所
住友ゴム工業 豊田化学工業
トヨタ自動車 フタバ産業

背景：
大気・水質・騒音・振動などの特定施設には届出が必要ですが、
届出漏れを防ぐためには実態の把握が重要です。
そこで、各社にアンケートを実施し、困り事やアイデアを収集しました。
これらの情報を共有し、届出業務の改善に向けた参考材料とします。
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アンケート実施（Microsoft Forms利用）

アンケート、ラベル提供に ご協力ありがとうございました
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全体アンケート結果（23社から回答あり）

皆様 回答ありがとうございました
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【全般】 届出書類を作成するのは、どちらの部署ですか？

【全般】 届出書類の内容を最終確認するのは、どちらの部署ですか？

届出書：法令対応部署
仕様書：施設発注部署 等
分業している場合もあり

法令対応部署にて
最終確認の実施が
ほとんどである
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【全般】 届出書を提出するのは、どちらの部署ですか？

【全般】 届出内容の事前相談・協議するのは、どちらの部署ですか？

行政との接点は、
法令対応部署に
集約する会社が多い
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全ての会社で、
特定施設の届出を実施

7割の会社で
届出遅れの発生あり

特定施設の届出業務は共通、不安もあり
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【全般】 大気・水質・騒音・振動の特定施設の総数を選択してください

半数以上の、会社・工場で 100台以上を管理中
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【管理面】 特定施設等の棚卸を実施されていますか？

その他（抜粋）・定期的に確認するルールを検討中

【管理面】 特定施設等の管理面の、困り事を記入下さい（抜粋・整理）

・書類（台帳・一覧表やマップ等）と、現物の不一致
例）マップのレイアウト変更に追従しきれない

・担当者の異動等により、管理面が低下（属人化、後任育成に課題あり）
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（例）稟議書類等に注意喚起

【新設時】 特定施設等の官庁届出が必要なことを、どのように周知徹底していますか？

法令対応部署
施設発注部署での
教育の実施

（例）教育動画を作成、展開
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（例）社内マニュアル（例）判定ツール 設問を選択すると、届出要否が表示される

その他（抜粋）
・法令対応部署が、稟議書類等を確認する
・法令対応部署が、施設発注部署にヒアリング
・専用帳票の起票を、社内に周知徹底
・間違いやすいポイントを、どんどん追記する

【新設時】 どの特定施設等に該当するか、確認する仕組みがありますか？
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（例）一覧表

① 仕様確定、設備発注のタイミングで、届出窓口に情報が入る仕組み
☑仕様に基づいて特定施設に該当するかを判断できるツールや一覧表を整備
☑『社内連絡書（特定施設新規・移動・改造・廃却連絡書）等』 を使用し、

施設発注部署から法令対応部署へ連絡（回付・メール配信等）
☑施設発注部署主体の会議体（生産準備会議等）で、環境法令対応状況も確認

② 届出施設ラベル・明示板
導入後、法的要求事項がある設備であることを周知する

【新設時】アイデア

法の対象施設名

社内にある
施設の一般名称
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【変更（移設・改造・記載事項変更）時】 変更連絡を、どのように受けますか？

その他、具体例（抜粋）
・施設環境連絡会（1回/月）で、口頭で情報共有
・特定施設の変更時には計画部署が「環境公害事前検討依頼書」を
起票することにより、法令対応部署に連絡が入る。

・設備改造の計画時にチェックリストにて確認される
・ISO帳票で法の要否チェックシートを使用し、関連部署でのクロスチェックを実施

届出遅れの
可能性があり



13

法令対応部署としての情報入手方法
しくみに未織り込み、社内変更申請様式なし
法令対応部署が動かないと変更の連絡がなかなか来ない。
法令対応部署から聞かれるもので、施設発注部署・施設使用部署自ら連絡するものではないという誤認がある。
施設発注部署・施設使用部署は、連絡に自発性が無い。
法令対応部署に連絡がない、 ISO帳票によるチェックシートの展開がない。
移設、撤去の際に変更）計画部署（現場・立案部署）から連絡が来ない。
施設発注部署・施設使用部署は、特定施設とは何なのか、自部署に何が何台あるのか知る意欲も無い。
施設発注部署・施設使用部署は、「届出は法令対応部署の仕事だから自分達には関係ない」という認識。
施設発注部署・施設使用部署への届出が必要なことの周知徹底
施設発注部署・施設使用部署で、連絡が必要なことが分かっていても連絡してくれない担当者が一部いる。
施設発注部署・施設使用部署が、届出の必要性を知らずに、届出期限に遅れる場合が稀に有った。
届出は施設発注部署が行うが、法的なことに関して担当者のレベルが低い
施設発注部署・施設使用部署に判断する知識がない。
法令対応部署に情報が来た時には計画が進行しており、無理矢理な届出日程やインフラ整備になる。
法令対応部署への移設時の連絡が遅れることがある。
設備の移設・改造が突然実施されることがあり、期限内に対応ができずに遅延となる。
現場で簡単に変更できるものについては網羅で来ていない可能性がある
りん議案件の全数チェックで歯止めを掛けているが、
この方法では届出期日のタイミングに間に合わない可能性がある
変更時には環境委員会で報告を受けているがもれが発生するリスクもある。
環境公害事前検討依頼書、特定施設シールともに、関係者の気づきに頼る面があるため、
完璧に変化点を押さえることが難しい。
チェックシートを確実に回覧しないと抜けが出てしまう可能性はある
届出書の記載事項変更の情報入手が難しい（液の変更は周知徹底しやすいが、その他は説明しにくく難しい）

【変更（移設・改造・記載事項変更）時】 困り事を記入下さい（抜粋・整理）

法令対応部署へ
変更に関する連絡が
入りずらい

施設発注部署
施設使用部署
・連絡してくれない
・届出への理解不足

変更時
期限に間に合わない
案件が多い

困り事が多数あり
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マニュアル（特定施設管理要領書）に変更時の要領記述、特定施設変更届(様式)の整備で仕組み化
移設や改造を行なう場合、設備導入事前検討書を発行してもらう。
その書類を以って、社内で各種届出の必要性の有無を審査する。
定例委員会での毎月情報取集
毎年、法令対応部署（事務局）から全社的に台数の変更がないか声かけを行って確認している。
変更しやすいものに限定した現地監査を検討中
ISO14001の内部環境監査にてサンプリングで特定施設をチェックする。
地道に、施設発注部署・施設使用部署へ周知徹底のアナウンスをする
移設・変更に関与する人（施設発注部署・施設使用部署）の感度を上げるためには、
教育による再周知や環境月間を通した意識向上が必要と考えている。
施設使用部署・施設発注部署に都度教育本社から全工場向けのe-ラーニングの実施
施設発注部署・施設使用部署の担当者レベルで社内教育等
施設発注部署・施設使用部署への法令教育（検討中）
施設発注部署・施設使用部署スタッフへの教育を実施
変更時の報告義務について、施設発注部署・施設使用部署への教育を検討中。
現状は、対応してくれない担当者（施設発注部署・施設使用部署）へ直接注意喚起している。
施設発注部署・施設使用部署のキーマンの育成
チェックシートだけでは不足を感じ、施設使用部署・施設発注部署にExcelシートのQAで判断いただく
りん議案件の全数チェックにより歯止めを掛ける。
届出の移管（法令対応部署 → 施設発注部署・施設使用部署）を検討中。
特定施設にラベルが貼ってあるため、移設・改造時に変更届が必要なことは、比較的周知徹底しやすい。

【変更（移設・改造・記載事項変更）時】 工夫やアイデアを教えて下さい（抜粋・整理）

法令対応部署による
・マニュアル・項目追加
・ルール化
・情報収集
・監査によるPDCA

施設発注部署
施設使用部署への周知徹底
・継続した教育
・キーマンの育成

・よくある質問をまとめる
・届出施設ラベルも

周知徹底には有効
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（例）届出施設ラベル

① 変更に関する、仕様確定・設備改造等のタイミングで、届出窓口に情報が入る仕組み
☑『社内連絡書（特定施設新規・移動・改造・廃却連絡書）等』 を使用し、
施設使用部署等から法令対応部署へ連絡（回付・メール配信等）

☑施設使用部署 主体の会議体（製造部等）で、変化点を共有し、届出窓口へつなげる

② 届出施設ラベル・明示板
変更時に、官庁届出が必要な旨を記載し、注意喚起する

【変更（移設・改造などの変化点発生）時】アイデア
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【廃止（廃却・撤去）時】 廃止連絡を、どのように受けますか？
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施設発注部署・施設使用部署からなかなか情報が来ない。
施設発注部署・施設使用部署は、連絡に自発性が無い。
一時休止していた設備が、廃止される時に、連絡が無い事がある。
施設発注部署・施設使用部署からの連絡が滞る場合がある。
施設発注部署・施設使用部署からのISO帳票チェックシートでの情報展開がない。
施設発注部署・施設使用部署で、連絡が必要なことが分かっていても連絡してくれない担当者が一部いる。
施設発注部署・施設使用部署が、届出の必要性を知らずに、届け出期限に遅れる場合が稀に有った。
施設発注部署・施設使用部署へ、届出が必要なことが周知徹底されていない
施設発注部署・施設使用部署が、特定施設であることを認識していないことがある
施設発注部署・施設使用部署に判断する知識がない。
りん議案件の全数チェックで歯止めを掛けているが、
この方法では届出期日のタイミングに間に合わない可能性がある
環境公害事前検討依頼書、届出施設ラベルともに、関係者の気づきに頼る面があるため、
完璧に変化点を押さえることが難しい

届出施設ラベル・明示板の紛失による情報把握の遅れ、明示板返却ルールが徹底できない
工場総務の監視体制（設備設置・稼働状況の確認）は良いのだが、人に頼る状態なので難しい
資産管理が難しい。
古い施設では管理番号が無い、または管理方法が異なり意味不明。
新しい施設でも管理不足で管理番号紛失することがある

廃止届を後回しにされることが多い（そのまま忘れてしまう）
更新工事なら工事業者が旧施設を処理してくれるが、単なる廃止では自社で処理業者を探すことになり、
契約のある業者で済まなかった場合は施設の処分が進まない。
そうとは知らずに適当な業者に出そうとしたり、他の廃棄物に混ぜようとしたりされる。
更新ならメーカーに回収を依頼するが、
廃止であれば廃棄物処理業者に対応の可否を確認し、場合によっては設備の分解が必要。

【廃止（廃却・撤去）時】 困り事を記入下さい（抜粋・整理）

困り事が多数あり変更時と類似

【廃止時】特有の困り事もあり

・後回しにされる
・設備の適正処分
・現地現物は人が必要

法令対応部署へ
廃止に関する連絡が
入りずらい

施設発注部署
施設使用部署
・連絡してくれない
・届出への理解不足
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定例委員会での毎月情報取集
毎年、法令対応部署（事務局）から全社的に台数の変更がないか声かけを行って確認している。
ISO14001の内部環境監査にてサンプリングで特定施設をチェックする。
地道に、施設発注部署・施設使用部署へ周知徹底のアナウンスをする
廃止に関与する人の感度を上げるためには、
教育による再周知や環境月間を通した意識向上が必要と考えている。
施設使用部署・施設発注部署に都度教育本社から全工場向けのe-ラーニングの実施
現状は、対応してくれない担当者（施設発注部署・施設使用部署）へ直接注意喚起している。
施設発注部署・施設使用部署のキーマンの育成
りん議案件の全数チェックにより歯止めを掛ける。
廃却時に届出施設ラベルを、法令対応部署へ返却してもらう

廃却起案時に特定施設であるかの確認項目追加を検討
廃却稟議書発行ルールを社内に周知する。
撤去を検討し始める段階で必要な届出リストでチェック

工場の中を確認して設備の撤去等に注意している。
定期的に資産管理しているシステムとデータの突合せを行い、
不整合の設備についてはヒアリングを実施する。

廃棄物置場の立哨。
廃棄物処分について環境事務局が担当する（適正処分しているか確認）。

【廃止（廃却・撤去）時】 工夫やアイデアを教えて下さい（抜粋・整理）

変更時と類似した工夫やアイデア

【廃止時】特有の工夫やアイデア

・資産廃却時
既存の社内帳票に追記

・資産管理データとの連携

法令対応部署による
・マニュアル・項目追加
・ルール化
・情報収集
・監査によるPDCA

施設発注部署
施設使用部署への周知徹底
・継続した教育
・キーマンの育成



19

（例）社内連絡書 （例）届出施設ラベル

【廃止（廃却・撤去）時】アイデア
① 変更に関する、仕様確定・設備改造等のタイミングで、届出窓口に情報が入る仕組み

☑『社内連絡書（特定施設新規・移動・改造・廃却連絡書）等』 を使用し、
施設使用部署等から法令対応部署へ連絡（回付・メール配信等）

☑施設使用部署 主体の会議体（製造部等）で、変化点を共有し、届出窓口へつなげる

② 届出施設ラベル・明示板
☑廃止（廃却・撤去）時、手続きが必要であることをに注意喚起
☑届出施設ラベル・明示板を、届出窓口や法令対応部署へ返却させる
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【管理面】 届出施設にラベルに、どのようなことが記載されていますか？

7割が、ラベル等を利用中
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届出設備ラベル・明示板等（法令毎ラベルタイプ）
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届出設備ラベル・明示板等（共通ラベル 選択タイプ）
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届出設備ラベル・明示板等（共通ラベル 記入タイプ）
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届出設備ラベル・明示板等（変更・廃止時の注意を記載）

変更連絡の
期限も明記
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届出設備ラベル・明示板等（設備の機番や管理No.を記載）

フロンの
ラベルも

あり
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届出設備ラベル・明示板等（その他の情報）

社内ルール
マニュアルへ

誘導

特定施設の
種類も掲載

設置場所を
掲載

ラベルの
取扱いを

記載
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届出設備ラベル・明示板等（素材、色、困り事）

実物を展示していますので、手に取ってご確認ください

設備の塗替え時に
一部見えなくなる…

屋外設備で
耐久性が課題

シール
廃止時に返却が困難

ラミネート+両面テープ
廃止時に返却が容易

マグネット式
紛失の恐れ

油性ペンで
書いたものは

清掃時に
消える…

設備と
同化しない

濃色

注意喚起の
黄色

テプラシール
貼付の場合

文字は消えないが
剥がれる恐れあり
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事例研究部会 所感

• 各社とも届出に関する類似した課題を抱えており、
特に施設発注部署・施設使用部署の
意識・知識のレベルアップ（教育等）が大きな課題である

• 各社の生の声を聞き、
自社の立ち位置を知る良い機会になった

• 関連法令は非常に多く、年々規制が厳しくなっているため、
各社の不安を払拭できる情報交換の場が今後も望まれる

ご清聴ありがとうございました


